
























特に携帯電話は iPhone によって壊滅に近い状況に陥った。2001 年には日本に 11 社の携帯電話
メーカーがあった。しかし，4 社しか残っていない。2018 年に生き残っているのはソニー，富
士通，京セラ，そしてシャープである。そのうちシャープは日本企業であると既に言えないた
め，事実上 3 社である。そのため日本の携帯電話業界は崩壊したと言える。ソニーは，2014 年































































































































































































































きであることをケース企業である SBI グループを対象に考察する。SBI グループは元もと，ソ
フトバンクグループの金融事業会社であったが 2006 年にソフトバンクからスピンアウトしてい










ビジネスを創出する。2016 年 10 月に，WealthNavi Inc.，FinTech ベンチャー，および SBI グ
ループの投資先企業との業務提携に関する契約が締結された。2017 年 1 月から，アライアンス









は，商業取引データを使用してフィンテックを活用している。2016 年 10 月，住信 SBI ネット
銀行は，SBI FinTech Solutions（旧 SBI AXES）の完全子会社である Zeus のクレジットカー
ド決済サービスを利用する 7,591 の会員クレジットカード加盟店に対して，Lending 1 サービス
の提供を開始した（2017 年 3 月 31 日現在）。Lending 1 を使用すると，申し込みから実行まで
の最短 1 日の処理時間で融資を実行できるため，クレジットカード加盟店から発生する積極的
な資金需要に迅速に対応できる。インターネット時代の黎明期から決済ビジネスを拡大してき
た SBI FinTech Solutions（旧 SBI AXES）は，一般決済サービスプロバイダの Zeus と AXES 
Payment を傘下に持つ持株会社である。これらの E コマース事業とフィンテックとの間の高い
親和性の結果として，SBI グループは 2017 年 4 月に再編を実施した。SBI Remit，SBI Social 
Lending お よ び SBI Business Solutions の 3 つ の フ ィ ン テ ッ ク 関 連 事 業 は，SBI FinTech 
Solutions の子会社に再編された。この動きの 2 つの目的は，既存の電子商取引決済事業とフィ
ンテック関連事業に注力することで成長を加速させることと，顧客にとって有用性の高いサー
ビスを展開することによって企業価値を高めることである。国内では，みずほ銀行，ソフトバ
ンクなど 28 の地域金融機関の参加を含め，2015 年 12 月に設立された業界初のフィンテック基
金（総額 300 億円）を通じて，フィンテック分野に積極的に投資している。Group Corp. と SBI
グループは，すでに 49 社のフィンテックベンチャー企業に，同基金から 150 億円，SBI ホール
ディングスおよびその他の基金から 110 億円を投資することを決定した（2017 年 6 月末現在）。
また，INTAGE HOLDINGS Inc.，Nikon Corporation など合計 3 社と共同で CVC ファンドを
設立しており，各パートナー企業は事業シナジーを約束するベンチャー企業に積極的に投資す
る。SBI グループは，金融サービステクノロジーがモジュラー化することをいち早く見抜き，









































月 7 日，https://diamond.jp/quarterly/articles/-/111（2019 年 3 月 22 日参照）．







を 持 続 さ せ る ビ ジ ネ ス・エ コ シ ス テ ム」翔 泳 社（Iansiti, Marco and Levien, Roy (2004), The 
Keystone Advantage: What the New Dynamics of Business Ecosystems Mean for Strategy, 
Innovation, and Sustainability, Harvard Business School Press.）
延岡健太郎（2006），「MOT 技術経営入門」日本経済新聞社．
荻野誠 （2016），「日本型プロパテント戦略と Japanese Electronics Paradox」一橋ビジネスレビュー，
2016 Spring，63 巻 4 号，pp.22-35．
ウェブ CG（2018），「トヨタとソフトバンクが戦略的提携　時価総額トップ 2 が手を組んだワケ」デイリー
コラム，2018 年 10 月 15 日，https://www.webcg.net/articles/-/39629（2019 年 3 月 22 日参照）．
山本謙三（2015），「フィンテックは（FinTech）どう利用され，どこへ向かうか。」NTT データ経営研究
所 コ ラ ム・オ ピ ニ オ ン，2015 年 09 月 01 日，http://www.keieiken.co.jp/pub/yamamoto/column/
column_150901.html（2018 年 1 月 26 日参照）．
SBI Holdings’ Annual Report, 2017, http://www.sbigroup.co.jp/english/investors/library/annualreport/ 
(Access in the January 26, 2018).
Keystone Strategies in Ecosystems: A fintech case-based analysis
Takao NOMAKUCHI
Abstract
Japanese digital consumer electronics manufacturers are said to have lost in key markets. 
According to product architecture theory, one cause for the decline is that the technology 
has been modularized by IT. Similarly, technology is being modularized in the financial 
industry. FinTech, a cheap and simple financial technology for smartphone applications, is 
emerging. This innovation is similar to the modularization experienced by Japanese digital 
consumer electronics manufacturers. As a result, there is a possibility that both Japanese 
financial institutions and digital home appliance manufacturers will exit key markets. 
Based on case studies, this work examines a strategy to prevent Japanese financial 
institutions from declining and collapsing in the same way as digital consumer electronics. 
Therefore, the strategy is considered from the viewpoint of architecture and business 
ecosystem theories, not financial or financial institution theories. In addition, this study 
proposes management strategies that Japanese financial institutions should adopt.
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